
 

 
復

第 1 章

予算額

100,000

中　事　業

目的及び事業内容

広聴事業

成果に係る評価

一般財源
予算の執行状況

49,888

事業コード

予
算
科
目

1 目

2 款

実施計画
掲載ページ

総
合
計
画

一般管理費

総務費

4　パブリックコメント・・5件の計画等に対する意見募集

総務管理費1 項

(  )

　　 提案ポスト22件、郵送7件、電子メール2件、来庁2件、電話1件

(  )

(  )

ともに創る協働のまち
復
興
計
画

001-002-001-00005 事　業　名

市民参加を促進する

市民のまちづくりに対
する関心を高める

Ｐ11

第 2 節

( 1 )

　(5)石巻市観光復興プラン（案）

　(3)第2期石巻食育推進計画（案）

3　陳情・要望・・・・・・72件

　より良いまちづくりをめざし、市民からの御意見・御提案を市政に反映するため、市政提案・苦情等
意見の受付、陳情・要望受付、パブリックコメント等の広聴事業を実施する。

　※　なお、市長室開放デー、移動市長室、市政モニターは、東日本大震災の影響により中止とした。

　震災の影響により中止となった事業の再開については、復興状況等を見ながら検討する。

1　市政提案・・・・・・・34件

　                       渡波地区区長行政衛生連合会、荻浜地区区長会行政衛生連合会　　

　　　　　　　　　　　　 山下地区町内会連合会（2回）、住吉地区町内会連絡協議会　　

広聴事業関係費

5　市政教室・・・・・14回実施、参加人数182人　見学先：災害廃棄物処理施設、復興事業現場、市民球場

6　まちづくり懇談会・・・5回実施、109名出席

2　苦情等・・・・・・・・61件

49,888

その他

復興政策部6件、総務部8件、財務部1件、復興事業部11件、健康部10件、福祉部3件、産業部11件、
建設部8件、教育委員会4件、河北総合支所3件、雄勝総合支所2件、桃生総合支所2件、北上総合支所
1件、牡鹿総合支所2件

（単位：円）

成　　　　果

市民の意見・要望に対し、市長が直接考え方を伝えるなどにより、市民が市政をより身近なものに感
じ、更なる市政の復興への関心を高めることができた。

パブリックコメントでは、全ての案件で計67項目の貴重な御意見・御提言をいただき、各計画策定の
参考とした。

市政教室においては、市民が復旧・復興状況等を見学することにより、市政への理解を高めることが
できた。

また、震災後休止していたまちづくり懇談会を再開し、意見交換を行い市政への理解を深めることが
できた。

取　組　実　績

　(4)（仮称）いしのまき多文化共生社会推進基本計画（案）

　(2)石巻市健康増進計画改定版（案）

決算額の財源内訳

決算額

　(1)石巻市防災基本条例（案）

国(県)支出金 地方債
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　(2)　表彰式及び受賞者を、市報・地元新聞で周知した。

　市政のために尽力した方々を表彰し、その功績を讃え、広く市民に知らせることにより、受賞者のさ
らなる活躍が期待できるとともに、市民の市政への参加意識の高揚に寄与することができた。

年度別取組実績

震災により未実施

市政功労者推薦者数

122（87.1％）

65（53.3％）

417,306

その他

（単位：円）

153140

成果に係る評価

表彰式出席者数 77（65.8％）

決算額の財源内訳

決算額

117（76.5％）

事業コード

　市の行政、経済、文化、社会その他各般にわたって市政の振興に寄与し、又は市民の模範と認められ
る善行があった個人・団体を表彰し、その功績を讃える。
　・市政功労表彰候補者の推薦依頼
　・推薦委員会及び審査委員会の開催
　・表彰式の開催

目的及び事業内容

一般財源

Ｈ23 Ｈ24

予算の執行状況
予算額

611,615 417,306

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　市政のために尽力した者を積極的に掘り起し、その功績を讃えることができたが、更に、出席率の向
上のため開催にあたってはその手法を検討していくこととする。

市政功労者表彰事業

3　表彰式の開催

Ｈ25

市政功労者決定者数

予
算
科
目

1 目

2 款 総務費

総務管理費

(  )

1 項

総
合
計
画

一般管理費

(  )

(  )

第  章

地方債国(県)支出金

功労者表彰・礼遇者関係費

　(1)　市政功労者として決定された方々に表彰状及び記念品を授与するため、遊楽館　かなんホール
　　 において表彰式を開催し、76名・1団体の功労者が出席された。

1　市政功労表彰候補者の推薦依頼

　市報・ホームページによる市民への周知及び各課への通知により、市政の発展に功績のある方の推
薦を依頼し、152名・1団体の推薦があった。

2　推薦委員会及び審査委員会の開催

　市政功労表彰候補者として推薦された方々を、市民の方々で構成する推薦委員会及び部長等の市職
員で構成する審査委員会で審査し、116名・1団体の市政功労者が決定された。

事　業　名

(  )第  節

復
興
計
画

中　事　業
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その他 一般財源

2,354,000 2,057,061 127,230 1,929,831

成果に係る評価

公文書の開示請求については、請求内容が詳細・広範囲にわたるものが多いことから、その情報の内
容に応じ、保護される利益と公益上の必要性とを個別具体的に比較し、判例等を踏まえながら、画一
的、一律的に決定することのないよう、適正かつ迅速な情報公開事務に努める必要がある。また、情報
の一層の公開を図るため、市民に必要な情報を積極的に提供する情報提供施策の充実を図り、情報公開
を総合的に推進していく必要がある。

個人情報保護については、今後も引き続き、個人の権利利益が侵害されることのないよう、個人情報
保護条例を遵守し、情報公開・個人情報保護審査会の意見を踏まえながら、個人情報の適正な取扱いの
確保に努めなければならない。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

946件 101件 344件 501件

成　　　　果

1　情報公開

2　個人情報保護

　個人の権利利益の侵害の防止を図り、個人の人格と尊厳の尊重に寄与した。 また、個人情報の取
扱いに対する個人の関心に適切に対応し、本人に対し個人情報の開示を行ったことにより、不正確
な情報によって個人が不測の不利益を被ることを未然に防止することができた。

　公文書の開示請求に対しては、迅速かつ適切な開示を行うとともに、情報公開制度の適正な運営
に努め、情報公開の推進に取り組むことができた。
  請求件数は、震災関連の請求が多く見受けられた前年度162件に対し101件と約6割に減少したが、
前々年度70件と比較すれば、依然高い水準にあり、これは、市民の市政に対する関心の高さを表し
ているものと思われる。
　情報公開コーナーの利用についても、行政資料の複写や閲覧など、市民に対する情報提供を円滑
に行うことができた。

4　情報公開コーナーの利用状況

利用件数
利用件数の内訳

行政資料等の複写 行政資料等の閲覧 その他相談等

1件 2件 1件

取下
次年度
繰　越

審査会
開催数

答申

1件 (1件)

3　不服申立ての状況

不服申立件数
（諮問）

申立てに対する処理状況等 審査会の状況

却下 棄却 認容
一部
認容

取下

16件 6件 2件 3件 5件

2　個人情報開示請求の決定状況

開示請求件数
請求に対する決定等

開示 一部開示 開示拒否 不存在 その他

その他 取下

101件 33件 39件 3件 24件 2件

目的及び事業内容

1　情 報 公 開　 市民の市政について知る権利を保障するとともに、情報の一層の公開を図る。
2　個人情報保護　本市の保有する個人情報の開示及び訂正を求める権利を明らかにするとともに、
               個人情報の適正な取扱いを確保する。

取　組　実　績

1　公文書開示請求の決定状況

開示請求件数
請求に対する決定等

開示 一部開示 開示拒否 不存在

実施計画
掲載ページ

中　事　業 情報公開推進費

事業コード 事　業　名 情報公開・個人情報保護事業

復
興
計
画

1 項 総務管理費 第 2 節
市民のまちづくりに対
する関心を高める

(  )

ともに創る協働のまち (  )

透明性の高い行政を推
進する

(  )

予
算
科
目

2 款 総務費
総
合
計
画

第 1 章

1 目 一般管理費 ( 1 )
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　掲載内容

予算の執行状況
予算額

19,888,970

決算額の財源内訳

決算額

18,975,600 12,161,920

その他

6,813,680

総務費

総務管理費

成果に係る評価

事業コード

　行政情報を広く市民に周知する手段として市報を発行し、市民の市政への関心を高め、市政に対する
理解と協力を得るため毎月発行する。
 

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　今後も、市民が求めている情報の把握に努め、より分かりやすく、より読みやすい紙面づくりに努め
る。

1 項

総
合
計
画

文書広報費

(  )
予
算
科
目

2 目

2 款

（単位：円）

一般財源

平成24年度から従来のＡ4判からタブロイド判に変更し、より多くの情報を迅速に伝え、紙面を一部
カラー印刷にした。

また、お知らせコーナーを縦書きから横書きとし、スポーツ・文化・催しについては表にするなど、
見やすさ読みやすさを重視した市報の発行に努めた。

〔市報発行〕
　毎月1日発行、発行部数月63,500部、12ページ（うちフルカラー8ページ、白黒4ページ）

地方債国(県)支出金

広報活動費

・災害復興に関するお知らせ　・市の財政状況　・石巻市防災基本条例の制定

・祝成人式　・石巻市職員の人事行政運営等のあらまし　・平成26年度施政方針

・まちの話題　・休日急患担当医

「市報いしのまき」発行事業

　カラーページと白黒ページの使い方を工夫し充実した紙面づくりができた。
また、身近で親しみやすい紙面として、地域で活動しているサークルの紹介や市民に「ありがとう」

をテーマにした投稿を募集し、市民が紙面に登場する機会を持つことにより市民の関心を高めた。
　

001-002-001-00004 事　業　名

(  )

Ｐ11 中　事　業

(  )

第 1 章

第 2 節

( 1 )

復
興
計
画

ともに創る協働のまち

市民のまちづくりに対
する関心を高める

透明性の高い行政を推
進する

- 4 -

予算の執行状況
予算額

55,700,000

決算額の財源内訳

決算額

43,812,300

　

29,637,300

その他

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

　仙石線陸前赤井駅と蛇田駅間の新蛇田南地区被災市街地復興土地区画整理事業隣接地に新駅（請願
駅）を誘致する。また、併せて駅前広場等の関連施設の整備を進める。
　これらの事業を新蛇田南地区被災市街地復興土地区画整理事業と一体的に実施し、被災者のほか、周
辺住民、通勤・通学者の交通手段の確保と当該地域の発展を図り、生活環境と当該地域の付加価値の向
上に寄与する。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　ＪＲにおいて新駅設置に関する協議が了承されたことを受け、ＪＲと新駅設置基本調査設計の基本協
定を締結したことは、請願駅誘致の実現に向けた大きな前進と考えられる。
　また、本市においては、駅前広場の検討業務を発注し、基本調査設計及び実施設計を行うことによ
り、新駅周辺の環境整備検討の礎とした。
　平成26年度においては、ＪＲと新駅設置の基本協定締結を目指し、ＪＲ及び関係機関と協議を進めて
いくこととする。

予
算
科
目 6

9
目

2
8

款
総務費
土木費

総務管理費
都市計画費

みんなで築く災害に強
いまちづくり

減災まちづくりの推進
1
5

項

総
合
計
画企画費

東日本大震災関係費

( 1 )

14,175,000

地方債国(県)支出金

新駅誘致関係費、基盤整備事業関係費、駅前広場整備事業費

一般財源

事　業　名 新駅誘致及び関連施設整備事業〔復興交付金〕

第  節

(  )

復
興
計
画

( 3 )

第  章

都市基盤の復旧・復興

中　事　業

　新駅誘致に係る関係機関との協議、ＪＲとの新駅設置基本調査設計協定などを踏まえ、以下のように
新駅誘致及び新駅関連施設整備に係る成果が得られた。

1　新駅誘致事業に伴い、駅前広場の基本計画、基本設計を行った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　駅前広場検討業務委託料（8-5-9）　　　　　　22,045,800円

2　新駅誘致事業に伴い、駅前（北）広場の詳細な設計を行った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　駅前広場実施設計業務委託料（8-5-9）　　  　14,175,000円

3　新駅誘致に向け、ＪＲと協議を重ねた結果、ＪＲ本社において新駅設置の協議を進めることに関し
    て了承された。それを受け、新駅設置基本調査設計基本協定を締結した。（平成25年10月）

4　新駅設置基本調査設計基本協定により、ＪＲにおいて新駅設置基本調査設計を実施した。
　　（平成25年10月～平成26年3月）
　　　　　　　　　　　　　　　　　新駅設置基本調査設計業務委託料（2-1-6）　　 7,591,500円

　新駅誘致に向け、ＪＲ、宮城県及び東松島市と協議を重ねてきた。また、関連施設として駅前広場検
討業務（基本計画、基本設計）等を実施するとともに、平成25年10月の新駅基本調査設計の基本協定締
結により、ＪＲで新駅設置基本調査設計を実施した。

・平成25年4月　「仙石線（陸前赤井駅・蛇田駅間）新駅設置について（要望）」をＪＲに提出
・平成25年6月　 駅前広場検討業務委託契約締結
・平成25年8月　 ＪＲの本社会議で新駅設置に関して協議を進めることを了承
・平成25年10月　ＪＲと新駅設置基本調査設計の基本協定締結
・平成25年11月　駅前（北）広場の実施設計業務委託契約締結

( 1 )
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(  )7 目

1 項 総務管理費 第 2 節

( 2 )

(  )

ともに創る協働のまち
復
興
計
画

(  )

市民のまちづくりに対
する関心を高める

市民参加を促進する

予
算
科
目

2 款 総務費
総
合
計
画

第 1 章

地域振興費

実施計画
掲載ページ

Ｐ12 中　事　業 市民協働推進費

事業コード 001-002-002-00016 事　業　名 地域まちづくり委員会事業

目的及び事業内容

　　・河南地区の現状等について

1　河北地域まちづくり委員会　（休止中）

取　組　実　績

 　・復旧・復興事業の進捗状況について

　 ・集団移転に係る調査について

 　・災害危険区域内の宅地等の買取りについて

　　（災害に対して備えるまちづくり、お互いに支え合う生活ができるまちづくり）

   ・仮設住宅聞き取り調査の報告

 　・来年度のまちづくり委員会開催について

成果に係る評価

　河南及び北上地域まちづくり委員会において、地域の現状や課題の共有化と地域の活性化について、
活発な議論や意見交換を行うことができた。

成　　　　果

   ・相川地域コミュニティ施設の建設について

　 ・石巻市総合計画実施計画及び震災復興基本計画について

6　牡鹿地域まちづくり委員会　（休止中）

   ・にっこり団地の計画について

  地域の活性化や地域の均衡ある発展を図るため、地域住民と行政が協働し、地域づくりを進められる
仕組みとして、旧町単位に設置し、まちづくりの推進や提言を行うことを目的とする。

2　雄勝地域まちづくり委員会　（休止中）

3　河南地域まちづくり委員会　（3回開催）

4　桃生地域まちづくり委員会　（休止中）

 　・北上地域における復興の在り方について

　　・まちづくり提言書について

5　北上地域まちづくり委員会　（5回開催）

   ・にっこり中心部の変更について

   ・集落ごとのワークショップ報告について

予算の執行状況
予算額

1,473,000

決算額の財源内訳

一般財源国(県)支出金

（単位：円）

決算額

1,068,257 1,068,257

 　・「みやぎボイス」の実施報告について

その他

   ・まちづくり委員会各地区分科会の設置について

地方債

  河南及び北上地域まちづくり委員会において、東日本大震災以降の地域課題の分析や復興のためのま
ちづくりについて、話し合いを行った。
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11

2

4

5

7

9

10

特定非営利活動法人
ベビースマイル石巻

300,000円

実施事業
13件

合 計145,000円

石巻IDスポーツクラブ 249,000円

3,292,000円

河南鹿嶋ばやし保存会 300,000円

河南桃生商工会青年部 189,000円

8
宮城県高齢者生活協同組合
（ささえ合い生協宮城）

279,000円

6
未来の石巻を創る中学生の応
援委員会

旭町町内会恒心会 166,000円

子どものための石巻市民会議 300,000円

NPO法人障碍児と共に歩む会 226,000円

3
特定非営利活動法人
石巻市体育協会

300,000円 13
水と緑の環境フォーラム・
ものう

300,000円

団体名 決算額

1 石巻市南境民俗芸能保存会 300,000円
あじ朗志組 238,000円

12

予算の執行状況
予算額

4,000,000

決算額の財源内訳

決算額

3,292,000 3,292,000

その他

（単位：円）

目

2 款 総務費

総務管理費

成果に係る評価

事業コード

　一定の要件を満たす団体（構成員が5人以上・活動拠点が石巻市内・運営や組織に関する規約等を定
めている・政治や宗教または営利目的でない）が、市民と行政との協働のまちづくり事業（100％助
成）や市全域のまちづくりに寄与する地域コミュニティ活性化事業（助成率70％）に対し、助成限度額
30万円を支援するものである。目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

1 項

総
合
計
画

地域振興費

(  )

地方債国(県)支出金

市民協働推進費

2　継続助成団体数　7団体

 　　（本庁分4件、河南1件、桃生2件）

計　助成団体数　13団体

　申請件数13件、公開プレゼンテーションによる厳正な審査の結果、13件の事業に交付が決定された。
これらの事業が実施されることで、市民と行政がお互いの立場と役割を尊重し、共に成長・成熟してい
くことで新しい協働・支援の在り方について共通の認識を持つことができた。

006-001-001-00023 事　業　名 地域づくり基金事業

第 1 節

( 1 )

復
興
計
画

(  )

(  )

一般財源

第 6 章

1　新規助成団体数　5団体

 　　（本庁分4件、桃生１件）

　　 （本庁分8件、河南1件、桃生3件、牡鹿1件）

3　再申請団体数　1団体

団体名 決算額

 　　（牡鹿分1件）

成　　　　果

取　組　実　績

地域の個性が輝き融和
するまち

地域の風土に根ざした魅
力や資源を守り育てる

Ｐ93 中　事　業

個性ある地域をつくる

予
算
科
目

7
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　集会所の建設等に対して支援を行うことにより、地域コミュニティの促進、地域の交流拠点の整備、
市民と行政の協働のまちづくりの推進が図られた。

15,000,000

地方債

予算額

29,585,920

決算額の財源内訳

決算額

その他 一般財源

14,585,920

成果に係る評価

事業コード

【目的】市民と行政の協働のまちづくりの推進を図る。
【内容】集会所の新築事業、集会所の改築、増築及び改修事業、既存建物を集会所として利用するため
        の取得事業、既存建物を集会所として利用するために要する改装事業、集会所の排水設備の公
        共下水道等への接続事業などに対する補助目的及び事業内容

予算の執行状況

29,585,920

【改修1件】・日和山会館

国(県)支出金

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　地域コミュニティ活動の拠点である集会所の建設・整備に対しては、市民と協働のまちづくりを推進
することから、今後も継続して補助を行っていく必要がある。

○集会所の新築、改修事業（石巻市集会所建設費補助金）

○集会所の新築、改修事業（コミュニティセンター助成事業補助金）

【新築1件】・蛇田親和会館

　　○石巻市集会所建設費補助金

予
算
科
目

7 目

2 款 総務費

総務管理費1 項

地域振興費

【新築1件】・蛇田親和会館

(  )

(  )
公益的な市民活動を支
援する

ともに創る協働のまち

住民の自治力を強化す
る

第 1 章

Ｐ11 中　事　業

001-001-002-00675

（単位：円）

市民協働推進費

事　業　名 集会所建設費補助事業

第 1 節

( 2 )

復
興
計
画

総
合
計
画

(  )

集会所名 事業区分 割合事業費 補助金額

蛇田親和会館 新築 32,340,000 13,275,520 上限

日和山会館 改修 1,965,600 1,310,400 2/3以内

　　○コミュニティセンター助成事業補助金

集会所名 事業区分 事業費 補助金額

蛇田親和会館 新築 32,340,000 15,000,000
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事　業　名 コミュニティ施設管理運営事業

第 1 節

( 2 )

復
興
計
画

ともに創る協働のまち

住民の自治力を強化す
る

公益的な市民活動を支
援する

利用者数

　震災により、2施設（向陽・鹿妻）を直営管理で運営することとなったため、施設管理人を配置して
適正管理に努め、市民や市民団体等が様々な活動を行う場を提供することができた。

(  )

(  )

第 1 章

地方債国(県)支出金

コミュニティ施設関係費

その他

（単位：円）

1　向陽地区コミュニティセンター

2　鹿妻南コミュニティハウス

一般財源

中　事　業

1 項

総
合
計
画

地域振興費

(  )
予
算
科
目

7 目

2 款 総務費

総務管理費

成果に係る評価

事業コード

　地域住民の連帯意識を高め、住民の福祉と健康の増進に寄与し、地域のコミュニティづくりの推進を
図るために、コミュニティ施設を設置する。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　震災の被害により社会教育施設や集会所等のコミュニティ施設が減少したことから、多くの市民に利
用してもらうことができた。
　また、地域住民のサークル活動などの場所を提供できたことにより、地域住民の連携意識を高める機
会を提供することができた。

区　分 利用者数

予算の執行状況
予算額

8,505,000

決算額の財源内訳

決算額

8,059,470 8,059,470

区　分

9,339人年間利用実績

年間利用実績 35,465人
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Ｈ24実績 2,305人 101件

4　石巻市ＮＰＯ支援オフィス通信「月刊んぽん舗」の発行
　   毎月1日に発行し、登録団体のインフォメーション、取材日記、助成金情報、講座開催情報等を掲
　 載し、広く情報発信を行った。

51件

1　ＮＰＯ支援オフィスの管理運営

2　石巻市市民公益活動団体の登録

平成25年度末の登録は108団体であり、それらの団体に対する会議室や情報提供など、様々なサー
ビスの提供を行った。

　ＮＰＯ支援を目的として活動している特定非営利活動法人いしのまきＮＰＯセンターを指定管理
者とし、多様化する利用者の様々なニーズに、より効果的かつ効率的に対応することができた。

目的及び事業内容

来館者数
機　　器
利用者数

図　　書
閲覧者数

相談件数
掲示物
依頼数

成　　　　果

163件

取　組　実　績

6人

　市民公益活動団体の活動支援の拠点として「ＮＰＯ支援オフィス」を開設し、市民公益活動団体、市
民、事業者及び市の連携・交流の場所を提供することにより石巻市内で活動するＮＰＯの育成・支援を
図る。
　1　ＮＰＯ支援オフィスの管理運営
　2　石巻市市民公益活動団体の登録
　3　ＮＰＯに関する相談対応
　4　石巻市ＮＰＯ支援オフィス通信「月刊んぽん舗」の発行
　5　ホームページの管理・更新

421人

パソコン
利用者数

3　ＮＰＯに関する相談対応
　   ＮＰＯ団体設立・運営に係る相談、補助金の案内等を行った。

会議室
利用数

32件

5　ＮＰＯ支援オフィスのホームページの管理及び情報の更新を行った。

143件

　ＮＰＯ支援オフィス利用状況

80人

129件

345人

区分

決算額の財源内訳

（単位：円）

　市民活動の情報発信基地として、情報機能の充実を図りながら団体や助成金等の情報提供のほか、各
種相談対応に当たるなど、石巻市内で活動するＮＰＯの育成・支援が図られた。

Ｈ25実績

　・メールボックス利用団体数　　　　　  9団体

14件減

75人2,872人

　・石巻市市民公益活動団体登録数　　　108団体(前年度末件数から12団体増）

5,500,000

国(県)支出金

　

その他 一般財源

2人

　・貸しロッカー利用団体数　　　　　　 13団体

成果に係る評価

5,500,000

予算の執行状況
予算額

地方債

5,500,000

決算額

　震災以降、ＮＰＯ活動が活発化し、ＮＰＯ支援オフィスへの来館者も増加している。
　ＮＰＯ支援オフィスの役割としては、会議スペースの提供だけではなく、市内で活動するＮＰＯの育
成・支援およびＮＰＯと市民、事業者、行政の連携・交流場所の提供にあり、各ＮＰＯ団体のための
サービス向上の方策として、相談対応や情報発信など上記の取組を行ってきた。こうした成果もあり、
石巻市市民公益活動団体登録数については着実に増加している。

19件減567人増 76人増5人減前年度比 4人減62件増

予
算
科
目

2 款 総務費
総
合
計
画

第 1 章

7 目 地域振興費 ( 2 )

(  )

公益的な市民活動を支
援する

(  )

1 項 総務管理費 第 1 節
住民の自治力を強化す
る

(  )

ともに創る協働のまち

実施計画
掲載ページ

中　事　業 市民協働推進費

事業コード 事　業　名 ＮＰＯ支援オフィス支援推進事業

復
興
計
画
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日

　
日

　

　
日

　
日

　
日

　
日

423,065

決算額の財源内訳

決算額

25,202 25,202

　平成23年度に旧河北町と友好都市盟約締結から10周年を迎え、今後ますます自治体間、住民間の交流
が熟成され、その関係性が確立されると思われる。その中で平成25年度においては、山形県河北町から
資金的、人的負担をいただきながら各種の事業が実施された。

国(県)支出金

予算額

その他

Ｈ22

事業コード

　国内において、唯一同町名であった「山形県河北町」との相互交流を促進し、教育・文化・福祉・産
業等の振興を図り信頼と友情を深め、もって両町の発展に寄与する事を目的に、平成13年1月旧河北町
と山形県河北町は友好都市の盟約を締結した。平成17年4月、新石巻市の誕生により平成18年1月30日に
従来のつながりを存続するため新たに友好都市盟約を締結した。目的及び事業内容

成　　　　果

地方債

各交流事業への参加人数

○日程 平成25年10月26日（土）

実施計画
掲載ページ

予
算
科
目

7 目

2 款

1 項

総
合
計
画

地域振興費

(  )

(  )

(  )

002-003-001-00020 事　業　名 河北町との友好都市交流事業

( 1 )

第 2 章総務費

総務管理費 第 3 節

個性と創造性豊かな未来
の担い手をはぐくむまち

新たな時代を創造する
人材を育成する

Ｈ25

約900人

復
興
計
画広い視野を持つ人材を

はぐくむ

一般財源

平成25年9月15日（日）

2　さくらんぼ狩り招待

○内容 還暦軟式野球試合を行い、住民同士の自発的な交流が行われた。（およそ30人参加）

石巻市民球場

（単位：円）

実施年度 Ｈ24

244人58人

Ｈ23

震災により
交流事業中止

予算の執行状況

成果に係る評価

国内姉妹都市・友好都市交流推進費

○場所

○場所

山形県河北町 谷地八幡神社・紅花資料館ほか

石巻市河北総合センター

　交流事業を行うことにより、友好協力関係を促進し、両市町の特性を活かした交流と活性化を推進す
ることができた。今後、震災前のような相互の交流が再開、継続されることが必要である。

Ｐ28 中　事　業

　石巻市民と山形県河北町民の友好協力関係を促進し、両市町の特性を活かした交流と活性化を推進す
るため、下記の事業を実施した。

1　石巻市復興支援コンサート

○日程 平成25年6月1日（土）　同日2回公演

○場所

取　組　実　績

○日程

○内容 山形県河北町ゆかりの歌手による復興支援コンサート　（400人×2回公演＝800人参加）

3　どんがまつり招待事業

　　　　　　へ招待いただいた。（児童生徒及び保護者　43人参加）

4　その他の市民交流

○内容 石巻市民が招待され、交流を図った。（33人参加）

 ○日程　平成25年6月29日（土）

 ○場所　山形県河北町内

 ○内容　山形県河北町の費用負担をもって、震災により親を亡くした児童・生徒をさくらんぼ狩り
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年間運航回数 4,949回 2,817回 3,724回 4,730回

Ｈ24 Ｈ25

年間乗客者数 77,696人 35,639人 41,158人 61,949人

　航路確保の施策等を講じたことで、安定した航路の運航が図られた。

主な指標項目 Ｈ22 Ｈ23

予算の執行状況
予算額

74,996,858

決算額の財源内訳

決算額

57,760,600 5,707,760

その他

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

　島と本土をつなぐ離島住民の生活を支える重要な生活基盤として、離島航路の安定した運航に努め
る。
　航路事業者が安定した運航を行えるように支援するとともに運転資金の貸付を実施する。
　島民の夜間における救急患者の搬送を行うための、船舶の待機に対する支援を実施する。目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　東日本大震災により、離島航路発着所等が被災し、平成23年3月24日から1日1便の暫定ダイヤでの運
航が再開されるまで運休を余儀なくされた。平成24年1月20日に係留施設等の仮復旧が行われ、ようや
く本来の便数に復旧した。観光施設等も被災しているため、震災前と比較して利用者数は大幅な減と
なってはいるが、平成24年9月より離島住民運賃割引を実施し、少しずつではあるが年間乗客者数も回
復してきている。
　離島航路事業は、離島住民の生活を支える重要な生活基盤であり、安定維持が必要であることから、
今後も、島民、事業者、行政の三者で更なる経営改善と利用促進に努めていく。

1　国、県補助金の安定確保

県内の離島を有する4市町で構成する宮城県離島振興協議会により宮城県知事等に離島航路補助制度の
維持及び拡充について要望を行った。

予
算
科
目

8 目

2 款 総務費

総務管理費1 項

総
合
計
画

離島振興費

(  )第 6 章

51,000,000

地方債国(県)支出金

1,052,840

離島振興対策費

4　離島住民運賃割引の実施に対する補助金の交付

 　　島民に対する運賃割引実施に伴う運賃収入欠損分について支援を行った。

一般財源

2　離島航路事業経営安定資金貸付の実施

航路事業者が事業上必要とする資金の融通を円滑にすることにより、その経営の安定に資するため、事業
資金の貸付を実施した。

3　田代島緊急医療対策補助金の交付

 　　夜間における救急患者の搬送を行うための船舶及び船員の待機に対する支援を行った。

006-004-002-00015 事　業　名

(  )

Ｐ101 中　事　業

離島航路維持事業

第 4 節

( 2 )

復
興
計
画

地域の個性が輝き融和
するまち

だれもが利用しやすい、生活
を支える公共交通を確保する

離島の交通手段を確保
する

(  )
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  平成25年度路線別補助の状況

Ｐ100 中　事　業 地域交通対策関係費

006-004-001-00010 事　業　名 広域バス運行維持対策補助事業

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

38,775,818 38,664,859 38,664,859

成果に係る評価

　仮設住宅団地建設など居住エリアの変化により、震災以降、各路線で乗車率が増減しているが、いず
れの路線も地域にとって欠かせない路線であり、バス路線維持のための補助事業として適切に実施され
た。
　「地域の足」である路線バスの運行を維持し、乗車率向上を図るため、「石巻市バスマップ」を作成
したが、さらなる利便性向上に向け、バス運行事業者に対する提言やバス運行に関する情報提供を引き
続き実施していく。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

成　　　　果

　路線バスの運行主体に運行費を補助することにより、安定した路線バスの運行が可能となり、高齢者
等の交通手段が確保された。

うち国庫補助
対象路線数 6路線7系統 6路線6系統 6路線6系統

年度 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

路線数 10路線15系統 10路線14系統 10路線14系統

取　組　実　績

　市内各エリアを結ぶ幹線バス路線及びエリア内を運行するバス路線の運行主体に対して運行費を補助
した。

実施計画
掲載ページ

事業コード

目的及び事業内容

自家用車等の移動手段を持たない市民の通院、通学、買い物等の交通手段を確保するため、市内各エ
リアを結ぶ幹線バス路線及びエリア内を運行するバス路線の運行主体に対し、運行費を補助する。
  また、国庫補助対象路線については、国と協調補助を行う。

9 目 地域交通費 ( 1 )
だれもが移動可能な手
段を確保する

だれもが利用しやすい、生活
を支える公共交通を確保する

(  )

(  )

地域の個性が輝き融和
するまち 復

興
計
画

(  )
予
算
科
目

2 款 総務費
総
合
計
画

第 6 章

1 項 総務管理費 第 4 節

石巻中里循環線 1

河南線 2

石巻免許センター線 1

路線名 系統数 補助の別 補助金額

女川線 1 国庫補助路線 1,678,648円

国庫補助路線 4,640,000円

石巻専修大学線 2 国庫補助路線、市単独補助路線 6,510,896円

鮎川線 1

国庫補助路線 937円

三陸線 1 国庫補助路線 8,759,189円

国庫補助路線、自主運行路線 7,490,189円

日赤・渡波線 3 市単独補助路線、自主運行路線 1,222,000円

石巻市内線 1 市単独補助路線 1,806,000円

市単独補助路線 4,687,000円

渡波線 1 市単独補助路線 1,870,000円

合計 38,664,859円
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  平成25年度運行協議会別補助の状況

住民バス運行費補助事業

第 4 節
だれもが利用しやすい、生活
を支える公共交通を確保する

(  )

Ｐ100 中　事　業 地域交通対策関係費

款

(  )

実施計画
掲載ページ

総
合
計
画

第 6 章
地域の個性が輝き融和
するまち

1

総務費

事業コード

復
興
計
画

( 1 )
だれもが移動可能な手
段を確保する

(  )

項 総務管理費

006-004-001-00011 事　業　名

2

河北地区住民バス

目的及び事業内容

高齢化の進行やバス路線の廃止に対応し、移動手段を持たない高齢者等が、住み慣れた地域で日常生
活上の外出・移動を可能な限り行えるよう、地域住民の代表者が運営主体となって運行する住民バス及
び乗合タクシーの運行事業に対して運行費を補助し、支援を行う。

9 目 地域交通費

名称 運行主体 補助金額

予
算
科
目

10,546,658円

雄勝地区住民バス 雄勝地区運行協議会 19,183,002円

河南地区乗合タクシー 河南地区運行協議会 6,772,068円

河北地区住民バス運行協議会 4,609,830円

北上地区住民バス 北上地区住民バス等運行協議会 6,958,636円

桃生地区住民バス 桃生地区運行協議会

水押・開北・大橋・水明
地区乗合タクシー

水押・開北・大橋・水明地区住民バス
運行協議会

荻浜地区住民バス 荻浜地区住民バス運行協議会 10,802,946円

稲井地域乗合タクシー 稲井地域乗合タクシー運行協議会 5,974,778円

取　組　実　績

市民の移動手段を確保するため、市内9地区の住民バス及び乗合タクシー事業の運行主体である運行
協議会に対し運行費を補助した。

合計 71,962,596円

山の手地区乗合タクシー 山の手地区乗合タクシー運行協議会 4,573,191円

1,640便4,688人

成　　　　果

　運行費の補助により、住民バス及び乗合タクシーが安定して運行され、高齢者をはじめとする地域住
民の移動手段が確保された。

名称
Ｈ24 Ｈ25

利用者数 便数

雄勝地区住民バス 9,006人 8,784便 11,269人 8,189便

利用者数 便数

河北地区住民バス 5,227人 1,643便

桃生地区住民バス 3,531人 2,312便 3,108人 2,300便

河南地区乗合タクシー 4,949人 3,160便 4,581人 2,850便

稲井地域乗合タクシー 12,372人 4,400便 10,890人 4,404便

北上地区住民バス 8,666人 1,452便 8,686人 1,446便

※水押・開北・大橋・水明地区乗合タクシーは平成24年6月１日より運行再開

水押・開北・大橋・水明
地区乗合タクシー

5,710人 3,468便

66,262人

荻浜地区住民バス 6,476人 1,456便 6,218人 1,436便

一般財源

26,383,000

その他

山の手地区乗合タクシー 9,401人 5,542便 11,112人 6,073便

成果に係る評価

住民バス及び乗合タクシーの運行により、移動手段を持たない高齢者等地域住民の足が確保された。
さらに、被災者支援を目的とした低廉な運賃での運行を継続して行うとともに一部路線で路線延長を行
い、被災者の負担軽減及び利便性の向上が図られた。

各路線とも地域住民の足として今後も継続して運行する必要があるが、市民がより利用しやすい公共
交通機関とするための情報提供を行い、乗車率の向上に努める。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額

45,579,596

決算額

決算額の財源内訳

73,097,000 71,962,596

31,806便合計 62,838人 31,011便

2,541,487円

国(県)支出金 地方債

3,210人 2,262便

※雄勝地区住民バス（大須三区線）は、平成25年4月1日より月・水・金曜日に限りイオン石巻まで路線を延長
（従前は飯野川まで）
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1 項

総
合
計
画

予
算
科
目

9 目

2 款 総務費

総務管理費

だれもが移動可能な手
段を確保する

地域交通費

(  )

(  )

(  )

第 6 章

第 4 節

( 1 )

復
興
計
画

地域の個性が輝き融和
するまち

だれもが利用しやすい、生活
を支える公共交通を確保する

予算の執行状況
予算額

27,701,000

決算額の財源内訳

決算額

26,501,571

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

　高齢化の進行に対応し、移動手段を持たない高齢者等が住み慣れた地域で日常生活上の外出・移動を
可能な限り行えるよう網地島を含めた牡鹿地区で市民バスの運行を実施する。
　また、小学生の安全な通学手段を確保するために市民バスの活用を図る。

目的及び事業内容

人口の減少と相まって、一般利用者は減少傾向にあるものの、運行便数の確保や路線バス・離島航路
とのスムーズな接続により、小学生や離島からの通院者を含む利用者の交通手段の確保が図られ、福祉
の増進及び生活環境の向上に寄与できた。

また、平成24年度に引き続き、乗車区間に関わらず運賃を一律100円としたことにより、被災者の負
担軽減が図られ、生活支援に貢献できた。さらに震災前までは徒歩通学だった地区の小学生について
も、通学利用に係る運賃の無料化を継続することにより、スクールバス的な利用を促進し、復興工事車
両等の増加に対する通学時の安全確保に成果を上げた。

運行概要

路線名 運行状況

1,307,523

地方債国(県)支出金

425,000

一般財源

24,769,048

その他

寄磯～牡鹿総合支所線

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

平日 9便/日　 土・日・祝日・年末年始は原則運休

泊～福祉パーク線 平日 7便/日　 土・日・祝日・年末年始は原則運休

新山・泊～大原線

市民バス運行実績

Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

市民バスの運行により、高齢者を中心とした地域住民の移動手段が確保され、日常生活上の外出・移
動支援が図られるとともに、小学生の安全な通学手段として活用され、スクールバスとしての機能も発
揮できた。

運行便数 5,658便 6,417便 6,627便

一般利用 20,448人

Ｐ101 中　事　業 牡鹿地区市民バス運行事業費

006-004-001-00012 事　業　名

16,452人 15,789人

下記路線において、市民バスの運行を実施した。

網地島線 4便/日 年末年始は運休

牡鹿地区市民バス運行事業

利用者数合計 35,423人 31,361人 27,309人

平日 5便/日　 土・日・祝日・年末年始は原則運休

14,909人 11,520人教育目的利用 14,975人
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牡鹿地区市民バス運行事業費

006-004-001-00009 事　業　名 牡鹿地区市民バス運行車両更新事業〔元気交付金〕

予
算
科
目

9 目

2 款 総務費

第 4 節1 項

総
合
計
画

( 1 )

復
興
計
画

地域の個性が輝き融和
するまち

だれもが利用しやすい、生活
を支える公共交通を確保する

予算の執行状況
予算額

8,000,000

決算額の財源内訳

決算額

7,944,825 825

その他

（単位：円）

だれもが移動可能な手
段を確保する

地域交通費

(  )

(  )

(  )

第 6 章

総務管理費

成果に係る評価

事業コード

　牡鹿地区市民バスとして使用しているすべての車両が平成14年の購入から10年以上経過し、走行距離
は各車とも55万キロを超え、近年は故障が頻発するとともに東日本大震災の影響による道路状況の悪化
により、車両の傷みが激しいことから、車両を計画的に更新し、市民バスの安定した運行を図ってい
く。目的及び事業内容

購入金額

1台 7,944,825円

車両の更新により、安全で安定した運行が可能となり、高齢者の買い物や通院、小学生の通学の足と
してより利便性を高めることができた。

地方債国(県)支出金

7,944,000

一般財源

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

車両概要 台数

運行車両4台中、平成24年度に3台を、平成25年度に1台を更新した。

　市民バスの車両を更新することにより、利用者に対し安全で安定した運行を提供することができた。

26人乗りマイクロバス

Ｐ100 中　事　業
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成　　　　果

24.3%

59.5%

60.8%

予算の執行状況
予算額

946,000

決算額の財源内訳

決算額

400,820

その他

（単位：円）

成果に係る評価

一般財源

事業コード

　男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十
分に発揮することができる「男女共同参画社会」の実現のため、石巻市男女共同参画基本計画 (第2次)
の進行管理、男女共同参画啓発講演会やイベント、女性人材育成事業、男女共同参画啓発広報事業等を
実施する。目的及び事業内容

地方債国(県)支出金

379,000

001-002-003-00017

779,820

実施計画
掲載ページ

　男女共同参画の実現のためには、効果的な事業展開を行うとともに、市民への意識啓発活動の継続が
必要である。また、女性を対象とした各種啓発事業、情報収集・提供を実施したことにより、市民意識
の高揚及び女性の社会参画の促進が図られた。
　まちづくりに女性の声を反映させていくことは、より魅力ある地域づくりに繋がるため、復興の担い
手である地域の女性たちの知識、経験、能力を発揮できるような社会の環境整備に努めていくことが必
要である。

Ｈ24

23.8%40.0%

予
算
科
目

10 目

2 款

Ｈ23

1 項

　　(3)　市職員研修（平成26年2月28日(金)：市庁舎4階庁議室）

3　女性人材育成事業の実施

総務管理費

男女共同参画社会を構
築する

第 2 節

( 3 )

復
興
計
画

ともに創る協働のまち

市民のまちづくりに対
する関心を高める

事　業　名 男女共同参画推進事業

成果指標：審議会等の女性委員の割合

目標値 実績等
達成率等

5　女性のための面接相談を毎月第1・3水曜日に実施した。

1　石巻市男女共同参画基本計画（第2次計画期間：Ｈ23～Ｈ28）の進行管理及び中期最重点課題の設定
　を行い、各種事業に積極的に取り組んだ。

　女性人材育成事業を実施し、参加者を女性人材リストへ登載することにより、人材リストの充実を図
り、各課へ女性委員の登用を促し、審議会委員における女性比率の向上に努めた。

　　(2)　男女共創セミナー（平成25年10月18日(金)：石巻グランドホテル）

Ｐ12 中　事　業 男女共同参画推進費

総
合
計
画

男女共同参画推進費

(  )

(  )

(  )

第 1 章総務費

　 男女共同参画社会の啓発に向け、各種講演会・セミナーを開催した。

　　(1)　高校生を対象とするデートＤＶ防止講演会（平成25年5月7日(火)、7月1日(月)：市女高）

Ｈ25 40.0% 24.2% 60.5%

区分

40.0%

取　組　実　績

　　(1)　ＤＶ相談窓口ＰＲ、男女共同参画週間ＰＲパネル展、図書館における関連書籍の展示

　 男女共同参画週間に啓発事業を実施した。

4　男女共同参画啓発広報事業の実施

　　(3)　おんなの井戸端会議（平成26年3月15日（土）：アイトピアホール）

　 女性が社会で活躍できるよう、能力の育成・向上を図るためのセミナーを開催した。

　　(4)　自立した輝く女性のための支援講座（平成25年4月～8月 全12回：鹿妻HANA荘）※共催事業

　　(1)　女性人材育成セミナー (平成25年8月～10月 全6回：向陽地区コミュニティセンター）

　　(2)　女性起業セミナー (平成25年12月8日（日）：鹿妻南コミュニティハウス）

2　男女共同参画啓発講演会・イベントの開催
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中　事　業

国(県)支出金

国際交流費

3　内　容 慶長遣欧使節出帆400年記念事業に併せ、チビタベッキア市代表団を招聘し、姉妹都市締結
記念歓迎レセプションを実施した。また、伊達武者甲冑行列にも参加し、石巻市民と交流
を図った。

一般財源

002-003-001-00585

　石巻市の国際性を高め、異なる文化や価値観を自ら進んで受け入れられる視野の広い国際性豊かな人
材を育成することができ、ひいては国際平和へと繋がる。

第 3 節

( 1 )

復
興
計
画

(  )総務費 第 2 章

広い視野を持つ人材を
はぐくむ

総
合
計
画

【受入事業】

平成25年10月31日(木)～11月4日(月)　4泊5日

イタリア　チビタベッキアとの姉妹都市交流事業

1　日　程

事　業　名

【派遣事業】

2　訪問地

　平成25年7月8日、チビタベッキア市と姉妹都市提携に関する盟約書への調印式を行い、合併以前から
続く両市の姉妹都市交流を新石巻市として正式なものとした。また、締結した盟約書の目的達成のた
め、チビタベッキア市と石巻市における交流事業として覚書を取り交わし、交流事業の実施に努めた。

1　日　程 平成25年7月6日(土)～12日(金)　6泊7日

10,135,195

　仙台藩主伊達政宗の使節として、ローマ法王に謁見のためイタリアに上陸した支倉常長の偉業を後世
に伝えるとともに、両国の交流を深めながら国際的な人材の育成と姉妹都市交流を図る。

国際交流推進費

(  )

(  )

個性と創造性豊かな未来
の担い手をはぐくむまち

新たな時代を創造する
人材を育成する

イタリア共和国ラツィオ州ローマ県チビタベッキア市

地方債

成果に係る評価

事業コード

1 項

成　　　　果

予
算
科
目

11 目

2 款

総務管理費

（単位：円）

その他

新たに姉妹都市締結を行ったことで、両市の交流を再開させ、地域の国際化を進展させることができ
た。また、震災後、イタリア共和国から多くの支援があり、そこから生まれた絆を大切にした交流を
行っていくことは、新たな視点を持った人材の育成と両市の地域づくりへと繋った。

実施計画
掲載ページ

2　場　所 石巻市内

3　内　容

取　組　実　績

Ｐ30

目的及び事業内容

石巻市代表団及び石巻市民訪問団をチビタベッキア市へ派遣し、チビタベッキア市と姉妹
都市締結を行い、産業施設の視察やチビタベッキア市民と交流等を行った。

予算の執行状況
予算額

10,135,195

決算額の財源内訳

決算額

10,135,195
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通常の行政手続に加え、被災後の生活に関する状況を伺い、各種専門相談機関へ繋ぐなどの対応を
行った。

震災の影響によるメンタル的な相談は、それほど件数もなく生活支援的な相談内容が多いが、震災か
ら3年が経過するなかで、潜在的な悩みが今後表面化する危険性もあることから、今後も関係機関・部
署と連携を図りながら対応していくこととする。

4件

11月 12月

一般財源

1件

10月

2件

1月

（単位：円）

0件 46件

・行政手続き（外国人登録、納税、国民健康保険、子育て・教育関係、各種証明書の申請など）
・被災後の生活状況
・生活に係る悩み（ＤＶ等）相談
・各種情報提供

【内容】

2月 3月 計

8件 2件Ｈ25 2件 6件 6件 4件

8月7月

　外国人相談窓口を開設した。

【開設状況】
　火曜：中国語
　水曜：英語・タガログ語
　金曜：韓国語
　　※上記の曜日、それぞれ1名の外国人通訳が対応

相談窓口の設置により、外国人住民に対する情報提供、相談への対応ができ、外国人も安心して暮ら
せるまちづくりの推進が図られた。

【相談状況】

4月 5月 6月

予算の執行状況
予算額

713,000

決算額の財源内訳

決算額

662,400

国際交流推進費

成果に係る評価

事業コード

石巻市に暮らす外国人のための相談窓口を設置し、市政の情報提供、専門相談機関の紹介等を行い、
外国人も安心して暮らせるまちづくりの推進を図る。

中国語、韓国語、英語、タガログ語の4言語に対応する外国人相談窓口を毎週、定期的に開設してい
る。目的及び事業内容

9月

取　組　実　績

成　　　　果 8件 3件

662,400

地方債国(県)支出金

実施計画
掲載ページ

001-201-004-00307 事　業　名 外国人相談窓口開設事業

その他

予
算
科
目

11 目

2 款

1 項

みんなで築く災害に強
いまちづくり

地域の力でみんなで守
る

地域コミュニティの再
生支援

第  節

総
合
計
画

(  )

復
興
計
画

Ｐ122 中　事　業

国際交流費

( 1 )

( 2 )

( 1 )

第  章総務費

総務管理費
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成　　　　果

実施計画
掲載ページ

001-201-004-00308

国際交流推進費

日本語教室等開設事業

Ｐ123 中　事　業

13カ国Ｈ24

予算の執行状況
予算額

150,000

決算額の財源内訳

決算額

150,000 150,000

その他

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

　市内に居住する外国人住民が安心して暮らしやすい地域にすることや、言葉の壁によるコミュニケー
ション不足の解消を図ることを目的に、日本語の学習支援として日本語教室を開催する団体に補助金を
交付するとともに、外国人住民の生活環境向上につながるセミナー等を開催した。

目的及び事業内容

地方債国(県)支出金 一般財源

予
算
科
目

11 目

2 款

1 項

　

取　組　実　績

みんなで築く災害に強
いまちづくり

地域の力でみんなで守
る

地域コミュニティの再
生支援

( 2 )

( 1 )

第  章
復
興
計
画

第  節

38人

総
合
計
画

(  )国際交流費

総務費

総務管理費

○外国人のための日本語学習支援教室へ補助金の交付

Ｈ25

○日本語を母語としない親と子の進路ガイダンスの開催

( 1 )

9カ国

事　業　名

・日本語支援教室、生活習慣の講座など外国人向け研修会等を実施した。

石巻市内には震災後にも700人を超える外国人住民が居住しており、滞在目的は研修、技術、留学、
日本人の配偶者、永住者と多岐にわたる。外国人住民も日本人住民同様、安心して暮らせる地域を目指
すため、単なる日本語学習だけではなく、様々な情報提供の場や機会の充実化が図られる。

学習者数 出身国数

Ｈ23 29人

○外国人のための日本語学習教室生徒数

　団体への補助により、市の直営ではできないきめ細やかな日本語学習支援が実施され、市内に居住す
る外国人住民が安心して暮らしやすい地域づくりの推進が図られた。

参加者数　66人

30人 11カ国

○日本語を母語としない親と子の進路ガイダンスの開催

参加者数　22人

○石巻地域で暮らす外国人のための地震・津波防災研修会の実施

・日本で婚姻・出産・子育てを行う外国人住民を対象として、県及び市の教育制度の説明会を実施した。

　　（宮城県国際化協会、各種団体との共催事業）

○石巻地域で暮らす外国人のための地震・津波防災研修会の実施

・石巻地域の外国人住民に対し、地震及び津波に対する正しい知識の学習を行った。
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成　　　　　果

1　駐日米国大使キャロライン・ケネディ夫妻の石巻市訪問

　日程：平成25年11月25日（月）

取　組　実　績

決算額

　内容：慶長遣欧使節出帆400年記念事業「メキシコ祭」の開催に合わせ、東北大学に在学中のメキシ

3　メキシコ留学生との交流事業

事　業　名 国際理解交流事業

( 1 )国際交流費

中　事　業 国際交流推進費

第 2 章総務費

総務管理費 第 3 節

個性と創造性豊かな未来
の担い手をはぐくむまち

新たな時代を創造する
人材を育成する

総
合
計
画 広い視野を持つ人材を

はぐくむ

復
興
計
画

(  )

(  )

(  )

実施計画
掲載ページ

予
算
科
目

11 目

2 款

1 項

事業コード

　多くの市民が国際交流事業へ参加することによって、国際的な視野を養うことを目的とし、様々な国
際交流事業へ市民が参加しやすい環境づくりを行う。

目的及び事業内容

国(県)支出金
予算の執行状況

36,904

　現代の国際化社会において、国際感覚を持つ人材、様々な文化への興味関心を持つ人材を育成し、そ
こで生まれる新しい発想による地域活性化策などに結びつく可能性があることから、積極的に工夫を凝
らした取組が求められる。

予算額

成果に係る評価

（単位：円）

地方債

36,904

決算額の財源内訳

一般財源

　　　コ人留学生を招待し、メキシコの衣装、音楽等の披露をいただいた。

　内容：ＡＬＴ故ティラー・アンダーソン文庫見学のため、万石浦小学校を訪問し児童との交流を行っ

　　　た。また、日和山公園においては被災地の現状を視察した。

  内容：内閣府主催の「グローバルリーダー育成事業」の視察地として石巻市が選ばれ、世界8か国の

　　　外国青年と日本の若者及び東北地方の若者との交流事業が市内各地で行なわれた。

36,904

その他

　多くの市民が参加し、外国青年はもとより、外国人と日本人、若者と多世代にわたる交流が実現した。

　内容：市内幼稚園児との交流及び青少年とのスポーツ（バスケットボール）交流を行った。

2　駐日本国大韓民国大使による高校生招待交流事業

　日程：平成25年12月25日（水）から29日（日）まで

4　内閣府事業「グローバルリーダー育成事業」の視察受入事業

　内容：駐日本国大韓民国大使からの招待を受け、市内在住の高校生14人が大韓民国を訪問し、同世代

　　　の高校生との交流の機会を得た。また、北緯38度線の南北境界線などの視察を行った。

　日程：平成26年1月28日（火）

　日程：平成26年2月6日（木）、7日（金）、8日（土）

5　米海軍誘導ミサイル駆逐艦「マッキャンベル」石巻港寄港による市民交流事業

　日程：平成26年3月12日（水）・13日（木）
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　住民情報システムにおける各業務プログラムの制度改正等に伴う新規開発及び改修に努め、事務
作業の効率化を図った。

　情報系端末の安定稼働維持のため、各課からの要望に迅速に対応し、機器の修繕及び予防保守に
努めた。

451,191,476

一般財源
予算の執行状況

予算額

454,042,215

決算額の財源内訳

決算額

451,191,476

その他

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

　住民情報システムの安定稼働を図り、事務の効率化及び住民サービスの向上に向けたシステムを構築
する。
　情報系事務端末は、計画的に更新を行い、効率的な情報共有による事務の効率化を図る。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　新住民情報システムへの切換えに当たり、システム構築・事務業務の両面から最適化の視点で見直
し、効率的な住民情報システムの整備が順調に進んでいる。
　職員用端末機においては、基本ソフトのメーカーサポート期間の終了時期をも見据え、計画的な配置
更新ができた。

1　住民情報システムの安定稼働維持

　住民情報システムの動作管理により早期に故障を感知し、予防的対処を含め、積極的に対応すること
により安定稼働を確保することに努めた。併せて、住民情報システムにおける各業務の処理及び制度改
正等による業務プログラムの新規開発・改修作業を数多く実施し、事務作業の効率化と住民サービスの
向上が図られた。

予
算
科
目

15 目

2 款 総務費

総務管理費1 項

総
合
計
画

電子計算費

(  )

地方債国(県)支出金

電子計算処理費

2　事務の効率化及び住民サービスの向上に向けたシステム維持

3  情報系端末の安定稼働維持

　住民情報システムの安定稼働を常時監視し、設備機器の修繕及び予防保守に努めた。

001-003-002-00558 事　業　名 庁内情報化推進事業

第 3 節

( 2 )

復
興
計
画

(  )

(  )

ともに創る協働のまち

市民満足度の高い行政
サービスを提供する

Ｐ13 中　事　業

行政サービスの質の向
上を図る

第 1 章

1,585件

625件

バッチ処理業務

オンライン業務
業務処理

65件

51件

プログラム新規開発

Ｈ24 Ｈ25

572件

1,616件

52件

61件

595件

1,653件

55件

61件

Ｈ23区　分 項　目

プログラム
開発等 プログラム修正

- 22 -

3　市民のインターネット環境充実のためのプロバイダー業務を推進し、ユーザーに対し適切なサービ
　スの提供を図った。

4　放送大学宮城学習センター石巻視聴学習室（再視聴施設）を設置しており、生涯学習課と連携しな
　がら再視聴や教材貸出しの受付事務を行った。

ネットデッキ利用者（インターネット） 0人

インターネット外部接続利用者 325人 238人 222人

621人 445人

放送大学利用者 0人 166人 131人

合計 325人 2,334人 2,090人

予算の執行状況
予算額

38,011,000

決算額の財源内訳

決算額

35,461,299 33,631,669

その他

1,829,630

成果に係る評価

事業コード

　市民のコンピュータリテラシーの習得を推進・支援し、市民生活の利便性を向上させ、魅力的な地域
社会の貢献に寄与する。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　ＰＣセミナーを含めた施設全体での利用者数は、ほぼ横ばいから減少傾向である。
　インターネット接続利用者がＨ24年度以降大きく減っているのは、被災地域の利用者で当館の接続
サービスを再開した人が少なかったこと（仮設住宅では、技術的に当館のサービスを利用できない）が
主な原因と考えられる。また、民間プロバイダ事業者への変更も僅かだが増加傾向にある。これは固定
電話とスマートフォンのセット契約といった料金形態にかなりの値ごろ感があり、利用者の動向が反映
しているものと考えられる。
　ネットデッキ利用者も減少しているが、これは各家庭におけるインターネット接続環境が整ってきて
いることによるものと推察でき、施設として十分に役割を果たしてきたものと考えられる。
　今後もセミナー等を継続し、市民のコンピュータリテラシー向上に結び付けたい。

1,292人

　情報プラザ主催事業

予
算
科
目

16 目

2 款 総務費

総務管理費1 項

総
合
計
画

情報プラザ運営費

(  )

(  )

第　章

(  )

情報プラザ関係費

Ｈ25

一般財源

主な情報プラザ利用状況

区分 Ｈ23(休館)

（単位：円）

0人 695人

2　パソコン初心者～中級者を対象に、恒常的にパソコンセミナーを開催し、コンピュータリテラシー
　の向上を図った。

地方債国(県)支出金

731人

　その他主催事業 0人 614人 561人

Ｈ24

事　業　名

ＰＣセミナー等利用者 0人 1,309人

　市民が身近にパソコンと触れ合う場として施設・サービスを提供することにより、魅力的な地域社会
に貢献し、市民のＩＣＴ環境の整備が図られた。

1　パソコン初心者の施設利用者に対して、積極的にマンツーマン指導、助言を行い一般利用者（市
　民）がより利用しやすい環境整備を図った。

中　事　業

情報プラザ運営事業

第　節

(  )

復
興
計
画
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96人 96%

　※Ｈ24及びＨ25は被爆体験者の講話参加人数

Ｈ23 震災のため中止

Ｈ24 100人 66人 66%

第 2 章

　市の将来を担う中学生が被爆体験者の講話を通して真の平和の尊さを学ぶことにより、非核平和に対

する啓発が図られた。

区分
成果指標：研修（講話）参加人数

達成率等
目標値 実績等

新たな時代を創造する
人材を育成する

Ｐ29 中　事　業

1　非核平和推進人材育成事業の実施

(1)　宮城県原爆被爆者の会事務局長の木村緋紗子氏（8歳の時被爆）を講師に招き、「平和を願っ

広い視野を持つ人材を
はぐくむ

(  )

002-003-001-00022 事　業　名 非核平和推進人材育成事業

第 3 節

( 1 )

復
興
計
画

(  )

個性と創造性豊かな未来
の担い手をはぐくむまち

地方債国(県)支出金

非核平和都市推進費

一般財源

Ｈ25 100人

1 項

総
合
計
画

諸費

(  )
予
算
科
目

25 目

2 款 総務費

総務管理費

成果に係る評価

事業コード

　市の将来を担う中学生が被爆体験者講話を通して、核兵器が人類に及ぼした悲惨な現実と真の平和の
尊さを学ぶことにより、恒久平和に貢献できる人材を育成する。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　終戦から60年以上が経ち、戦争経験がない世代の中学生に、戦争の悲惨さや恐ろしさを伝え、また、
実感させるため、講話の継続とＨ26年度から再開の中学生を対象とした広島への派遣研修を併せて実施
することにより、恒久平和に貢献できる人材育成に資する。

　　 て！」～被爆体験者が語る平和の大切さ～をテーマとして、講演会を開催した。

　　 平成26年2月25日（水）　市立石巻中学校　参加者：1年生96名

予算の執行状況
予算額

172,000

決算額の財源内訳

決算額

42,450 42,450

その他

（単位：円）
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( 4 )

　　・写真展示と併せて、復活した伝統芸能の披露や防災関連システムの実演等を実施

Ｐ121 中　事　業

第  章

震災記録の継承

　また、各自治体及び各県立図書館へＤＶＤを送付したことで、今後の災害への備えや市民への啓発等の一助と
なった。

1,916,111

001-104-001-00301 事　業　名 震災記録収集整理事業〔復興基金〕

第  節

(  )

復
興
計
画

( 1 )

震災広報関係費

　　・被災した市民の被災体験談をビデオカメラで撮影し保存

3　震災関連資料のデジタル化

　　・記者投げ込み資料、避難所人数調べ等のデジタル化

4　石巻市震災復興記録写真展

　写真展や上映会を開催することにより、震災アーカイブの必要性を市民に周知することができ、市民
の防災への意識の高揚が図られた。

　　・平成24年度に制作したＤＶＤを増版し東日本大震災で支援をいただいた各自治体及び各県立図書
   館へ送付

1　震災記録写真、動画データ等の収集・整理

2　被災体験談記録（オーラルヒストリー）収集事業

みんなで築く災害に強
いまちづくり

新たな防災体制の構築1 項

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 1 )
予
算
科
目

26 目

2 款 総務費

総務管理費

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　今後も継続して復興過程を記録し、震災関連資料の収集等を行う必要がある。

　　・被災状況や復興の状況等の写真展示

5　東日本大震災～宮城県石巻市災害記録～ＤＶＤ上映会

　　・市民を対象に一般公開を実施

成果に係る評価

事業コード

　震災の記録を保存し、復興への道程をデジタルアーカイブとして後世に伝え、今後の防災事業等の一
助とする。

目的及び事業内容

一般財源

6　東日本大震災～宮城県石巻市災害記録～ＤＶＤの配布

予算の執行状況

1,672,306

予算額

決算額の財源内訳

決算額

1,672,306

その他

（単位：円）

地方債国(県)支出金
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　掲載内容

一般財源

第  章

被災者への生活支援

・防災集団移転促進事業　・復旧事業等の進捗状況　・復興公営住宅の進捗状況

・防災集団移転・復興公営住宅の事前登録　・復興公営住宅入居者募集

(  )

復
興
計
画

( 1 )

( 1 )

Ｐ138

002-101-003-00357 事　業　名 市報臨時号発行委託事業〔復興基金〕

第  節

11,909,100

地方債国(県)支出金

震災広報関係費

　より多くの復旧復興関連情報を掲載した市報を毎月発行した。
　また、説明に地図や写真等を使用し復興の状況が分かりやすいように掲載することを努めた。

〔市報復興号発行〕
　毎月15日発行、発行部数月63,500部、8ページ、フルカラー

・生活再建に対する支援　・住宅再建支援制度　・土地の買い取り

・震災後に新たに行う防災・減災対策

・震災復興状況　・主な復興事業の進捗状況と今後の予定　・復興交付金

市民の不安を解消し、これま
での暮らしを取り戻す

迅速な生活・健康支援
と福祉・医療の確保

総務費

総務管理費

中　事　業

1 項

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 2 )
予
算
科
目

26 目

2 款

成果に係る評価

事業コード

東日本大震災による復旧復興の様々な情報を迅速に発信するため、市報復興号として市報15日号を毎
月発行する。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　被災した市民に対する生活再建情報や災害公営住宅関連情報は、生活を再建するうえで的確に早く伝
えることが必要であることから、今後も柔軟な対応で発行していくこととする。

　お知らせごとにアイコンを設けるなど分かりやすさに努めながら、多くの震災復興関連の情報を迅速
かつ的確に発信することができた。

・復興事業の概要と行程　・復興特区による税制優遇制度

予算の執行状況
予算額

13,000,000

決算額の財源内訳

決算額

11,909,100

その他

（単位：円）
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予算の執行状況
予算額

6,077,470

決算額の財源内訳

決算額

4,671,316

その他

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

　東日本大震災により被災し、余儀なく石巻市外に避難している市民に行政情報や復興関連情報、生活
再建情報を伝えるため、市報等を郵送する。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　被災し市外で生活している市民に再び石巻市に戻っていただくことから、行政情報や生活再建情報等
を伝えることは必要であるので、今後も市報等を継続して送付することとする。

　石巻市の情報を伝えることで、市外で生活している市民の不安要素が取り除かれた。

・1回平均・・ 2,599通

予
算
科
目

26 目

2 款 総務費

総務管理費

市民の不安を解消し、これま
での暮らしを取り戻す

迅速な生活・健康支援
と福祉・医療の確保

1 項

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 2 )

4,671,316

地方債国(県)支出金

震災広報関係費

　全国避難者情報システムに登録している市民や石巻市外のみなし仮設に入居している被災した市民等
へ、市報1日号と15日号の発行に合わせ月2回郵送した。

・郵送物・・・市報、県政だより、社協だより、選挙チラシ

・郵送方法・・ゆうメール

002-101-003-00535 事　業　名 全国避難者市報等郵送事業〔復興基金〕

第  節

(  )

復
興
計
画

( 1 )

( 1 )

Ｐ139 中　事　業

一般財源

第  章

被災者への生活支援
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1

(1)　医療・介護・福祉・くらしＷＧ　2回

2

(1)　エコ・セーフティタウン事業

(2)　ＩＣＴセンター事業

(3)　水産加工高度化事業

(4)　次世代食料供給事業

(5)　水産加工地区エネルギーセンター事業

(6)　バイオマス発電事業

(7)　医療・介護・福祉・在宅情報連携基盤ネットワーク整備事業

(8)　くらしに関する事業

(9)　安心して子育てできる街づくり（周産期医療）事業

(10)　巡回型診療による医療の均てん化（ドクターカー）事業

○　事業の成果

(1)　エコ・セーフティタウン事業

(2)　医療・介護・福祉・在宅情報連携基盤ネットワーク整備事業

(3)　安心して子育てできる街づくり（周産期医療）事業

予算の執行状況
予算額

2,049,000

決算額の財源内訳

決算額

2,044,516 2,044,516

その他国(県)支出金

事業コード

　本市では、新エネルギーを活用した循環型社会、世界最先端のエコタウンの実現等により、国内外か
らヒト・モノ・カネ・情報が集まり、産業の創造と雇用の創出が図られる魅力的な都市として石巻市を
復興させることを目的とし、産学官の協働組織である石巻復興協働プロジェクト協議会を設置した。
　なお、当協議会を構成する地元企業、団体並びに国内の代表的な企業、大学との連携により、本市復
興に必要な事業の特定及び事業内容の立案、検討を行う。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　平成25年度は、校舎改修を行うとともに県の再生可能エネルギー等導入補助金にてPV・蓄電池
を設置する湊小学校・渡波小学校・万石浦小学校・向陽小学校・湊中学校の5校にBEMSの導入を
進めた。25年度内に向陽小学校に設置することができたが、他の4校については校舎改修工事の
遅延から平成26年度継続事業となったものの平成26年7月までにすべて設置を完了している。
　平成25年度スマートコミュニティ導入促進事業補助金については7月に交付申請し、10月に交
付決定を受けた。

　一般社団法人みやぎ医療福祉情報ネットワーク協議会（MMWIN）が6月から仮運用を開始し、7
月から本格運用を開始している。

　医師やその他医療プロバイダーが周産期救急に効果的に対応するための知識や能力を発展・維
持するための研修プログラムを実施した。

協議会について

予
算
科
目

26 目

2 款 総務費

総務管理費

　上記について、関係企業・団体等との協働により事業の実施や検討を進めることができた。
　エコ・セーフティタウン事業の実施に当たっては民間事業者と連携することで本市の費用負担はほぼ
ゼロとなっている。
　なお、石巻復興協働プロジェクト協議会では10の事業を検討・選定するとともに、事業実施に向けた
協議・調整を行ってきたが、10の事業のうち実施することとなったものについては、関係企業において
それぞれ事業を進めており、その方向性も定まっているため、同協議会は当初の設置目的を果たしたと
考えられることから、平成26年3月をもって解散した。

みんなで築く災害に強
いまちづくり

減災まちづくりの推進

復
興
計
画

東日本大震災関係費

( 1 )

( 3 )

地方債 一般財源

第  章

新エネルギー等の活用

事業内容について

復興協働プロジェクト関係費

（単位：円）

001-303-001-00351 事　業　名 復興協働プロジェクト協議会関連事業

第  節

( 3 )

成果に係る評価

Ｐ134 中　事　業

(  )

1 項

総
合
計
画
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平成25年度路線別補助の状況

( 1 )

迅速な生活・健康支援
と福祉・医療の確保

　被災者の日常生活を支援するため、低廉な運賃でバスを運行している運行主体に対し運行費を補助し
た。

予
算
科
目

2 款 総務費
総
合
計
画

東日本大震災関係費 (  )

1 項 総務管理費 第  節

第  章

被災者への生活支援

河北地区仮設住宅線 河北地区住民バス運行協議会 6,924,272円

事　業　名 応急仮設住宅バス運行事業

復
興
計
画

( 2 )

( 1 )

市民の不安を解消し、これま
での暮らしを取り戻す

実施計画
掲載ページ

事業コード

目的及び事業内容

　応急仮設住宅の立地場所は、日常生活における買い物や通院などに不便な地区が多く、応急仮設住宅
生活者を中心とした被災者が基本的な生活を送れるよう、商業施設や医療機関を巡回するバスを低廉な
運賃で運行するため、運行主体に対し運行費を補助する。

26 目

Ｐ140 中　事　業 特定被災地域交通対策関係費

002-101-005-00361

取　組　実　績

路線名 運行主体（補助対象） 補助金額

石巻市内仮設住宅循環線 ㈱ミヤコーバス 5,423,102円

桃生地区仮設住宅線 桃生地区運行協議会 7,805,844円

合計 20,153,218円

成　　　　果

乗車区間、距離に関わらず一律100円という運賃の効果もあり、被災者の通院、買い物等の生活の足
として定着し、被災者支援が図られた。

路線名
Ｈ24

958便

利用者数 便数

石巻市内仮設住宅循環線 22,675人 1,470便

6,595人 735便

桃生地区仮設住宅線 4,699人 980便

河北地区仮設住宅線

4,783人

成果に係る評価

被災者の交通手段確保及び低廉な運賃での運行により、被災者の負担軽減が図られ、生活支援の一助
となった。

応急仮設住宅が存続する限り、運行を継続していく必要があり、利用者の声も踏まえ、利便性の高い
バスとなるよう運行主体への提言も実施していく。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

20,744,000 20,153,218 20,100,000 53,218

Ｈ25

利用者数 便数

25,154人 1,464便

9,030人 732便
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1
作成部数 3,000部

大きさ 全開時　51.5㎝×72.8㎝

折り畳み時　10㎝×14.2㎝

仕様 石巻市内を運行するすべてのバス路線・停留所を掲載（高速バス除く）

両面（全域図及び市内中心図）ともにカラー

記載したＱＲコードにより時刻表ホームページにアクセス

2

調査内容 利用客層、乗車区間、利用目的、利用頻度、評価、要望等の聞き取り

調査場所 石巻駅前

調査日 平成26年3月5日（水）

調査人数 224人

(3)

(4)

バスマップの作成・配布により、これまでバスを利用したことがない方々を含め、公共交通機関に対する関心を
高めるとともに、バス路線・停留所の情報発信により移動手段としてのバス利用を提示できた。
　また、バス利用者への聞き取りにより、利用実態やニーズの把握ができた。

バス利用者実態調査

(1)

(2)

(3)

(1)

(2)

予
算
科
目

2 款 総務費
総
合
計
画

東日本大震災関係費

石巻市バスマップ作成

復
興
計
画

( 2 )

( 1 )

市民の不安を解消し、これま
での暮らしを取り戻す

1 項 総務管理費 第  節
迅速な生活・健康支援
と福祉・医療の確保

被災者への生活支援

事　業　名 応急仮設住宅等路線バス実態把握調査事業

第  章

(  ) ( 1 )

取　組　実　績

実施計画
掲載ページ

事業コード

目的及び事業内容

　市内全域のバス路線及び停留所を調査し、仮設住宅や新たな住まいなどこれまでと異なる土地での生
活を余儀なくされている方々などへ公共交通機関の情報を発信するため、バスマップを作成・配布し、
公共交通機関の利用促進を図る。
　また、バス利用者への聞き取りなどにより、利用実態やニーズを調査し、バス路線検討の基礎資料と
して活用する。

26 目

中　事　業 特定被災地域交通対策関係費

成　　　　果

成果に係る評価

これまで石巻市内のバス路線・停留所を網羅した路線図やマップがなかったこともあり、バスマップ
への反響は高いものがあった。バスマップの配布が、バス利用者の大幅な増加にはつながらないかもし
れないが、地道な情報発信による公共交通への関心の高まりが、バス利用者の維持・増加につながるこ
とから、バスに関する情報発信に今後も努めていく。

また、バス利用者への聞き取り調査により、把握したニーズ等を石巻市総合交通戦略の基礎資料とし
て活用していく。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

3,000,000 2,593,500 2,500,000 93,500
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　山下地区　山下地区協働のまちづくり協議会設立準備会　交付額296,000円

成　　　　果

1　河南地域住民自治協議会に対する活動交付金　　2,284,000円
　　（内訳：地域づくり交付分1,886,000円、魅力づくり交付分398,000円）
　　主な実施事業
　　　東日本大震災被災者等学習支援事業、みやぎ県民大学事業への協力、市敬老会事業協力、会報発
　　行、地域資源活用拡大事業、放課後子ども教室「和小っ子クラブ」支援事業、通学路冬季融雪剤設
　　置事業、地域環境美化推進活動、防災拠点活動環境整備事業、暮らしの安全と地域行事等活性化事
    業

3　石巻市地域自治アドバイザー事業

　　桃生・山下地区双方で様々なワークショップや市民活動団体の設立及び活動支援を行い、住民の
    地域参画へのきっかけを築いた。

4　石巻市地域自治システムアドバイザーサポート事業

　　アドバイザーの活動の補助を行い、同時に地域データの収集・総括を行った。

　「自分たちの住む地域をより住みやすくするためには、どうしたらよいのか」を地域住民一人一人が
真剣に考え、実践することで多様化する地域ニーズの解決に素早く効果的に対応できる。また、市民と
行政がお互いを理解し、それぞれの特性を活かし一緒に協働のまちづくりを進めることにより市民満足
度の高い地域社会づくりが形成される。住民が自ら考え、行動し、住民が主体となるまちづくりへの機
運が高まりつつある。

実施計画
掲載ページ

地域自治システム関係費Ｐ123 中　事　業

【事業内容】

　石巻市内では先行して河南地域住民自治協議会が設立され、地域の住民相互の連帯のもと、地域の創
意と工夫、判断と責任を尊重し、市民と行政の協働による魅力あるまちづくりを推進し、住民自治組織
の円滑な運営と個性あふれる地域づくりを支援するため、石巻市住民自治組織交付金を交付した。ま
た、地域自治アドバイザーを任用し、市民協働・コミュニティ再生等の必要性に係る講演会を各地で開
催した。

成果に係る評価

事業コード

　地域の特徴を生かした地域住民自身の意思に基づくまちづくりや住民自治の確立を目指し、市民と行
政が協働のまちづくりを進めていくため地域自治システムを構築する。

目的及び事業内容

決算額の財源内訳

決算額

　少子高齢化が急速に進行する現代社会において多様な住民ニーズが求められる一方で、税収の減少、
高齢者に対する保障費の増加等により、行政サービスだけでは解決できない地域課題が発生する。しか
しながら、安定した住民生活、暮らしやすい地域社会の実現に向けて、住民と行政の協働が求められる
ことは明らかである。地域が自立した地域経営を行うため、または、住民ニーズに的確に、かつ、速や
かに対応できる地域社会づくりに住民、各種団体、行政が積極的に取り組むことが必要であり、重要な
ことである。
　さらに地域ごとに持つ特性や資源を活かした地域を作り出すことで、魅力ある地域づくり、ひいては
魅力ある石巻市をつくることが必要である。

取　組　実　績

予算の執行状況

　桃生地区　桃生地区・協働のまちづくりの会　　　　　　交付額281,000円

総務管理費 第  節

5,889,920

その他

（単位：円）

2,974,99211,105,000

予算額

予
算
科
目

26 目

2 款

1 項

みんなで築く災害に強
いまちづくり

地域の力でみんなで守
る

( 1 )

( 2 )

( 1 )
地域コミュニティの再
生支援

(  )

復
興
計
画

1,788,000

総
合
計
画

地方債

10,652,912

2　住民自治組織の設立準備組織への設立支援事業補助金の交付

総務費

国(県)支出金

東日本大震災関係費

一般財源

001-201-005-00310 事　業　名 地域自治システム構築支援事業〔復興基金〕

第  章
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　震災の影響でイベント等の開催をまだ自粛しているであろう地域がある反面、復興に向け徐々にコ
ミュニティ活動の再開を始める団体が増えてきているが、震災による人口流出等により会費を従前どお
りに徴収できないことから、資金不足や住民負担増への懸念により、イベント等の実施を見送っている
と考えられる団体も見受けられる。同時に事業の広報不足や申請手続のわずらわしさ等のため補助事業
の利用件数が少ないことも考えられることから、周知方法の見直しや、より市民に利用しやすい事業の
あり方を検討していく必要性がある。

　震災後少なくなっていた住民主体によるイベントや交流事業が各地で開催され、地域づくりのための
コミュニケーションづくりの一助とすることができた。
　旧石巻市域における利用数が増えているため、復興の本格化とともに震災前の地域コミュニティが再
生(新生)されてきたと考えられる。
　なお、主な事業内容は以下のとおり。
　　・夏まつり（盆踊り）等の地域のまつり
　　・レクリエーション大会
　　・清掃活動等の地域づくりなど。

　市内に設立されている町内会や仮設住宅団地の自治会組織等の住民自治組織89団体89事業に対し、
4,307,874円の補助金を交付した。

予算の執行状況
予算額

7,907,000

決算額の財源内訳

決算額

4,307,874

その他

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

　震災の影響で町内会等による祭りなどのイベント等の開催が自粛され、コミュニケーションづくりの
場が少なくなっていることから、住民主体で開催する交流事業やイベントなどの事業に助成を行い、町
内会組織等の再生と仮設住宅団地内のコミュニケーションづくりやコミュニティの育成促進を図る。

支援補助額：1団体年1回とし、5万円を限度として補助。
目的及び事業内容

地区名

桃生 2件

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

石巻

Ｐ122

予
算
科
目

26 目

2 款 総務費

総務管理費

みんなで築く災害に強
いまちづくり

地域の力でみんなで守
る

復
興
計
画

( 2 )1 項

総
合
計
画

東日本大震災関係費

( 1 )

4,307,874

地方債国(県)支出金

地域コミュニティ再生関係費

一般財源

50,000円

50,000円

001-201-003-00305 事　業　名
コミュニティ形成支援補助事業（コミュニティづくり支援事業
費補助金）〔復興基金〕

第  節

(  ) ( 1 )

1件北上

第  章

地域コミュニティの再
生支援

河北

雄勝

河南

100,000円

中　事　業

牡鹿

計

件数

56件

9件

1件

19件

1件

89件 4,307,874円

補助金交付額

2,733,654円

374,220円

50,000円

950,000円
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目 東日本大震災関係費 (  )

上大二会館【Ｈ24年度繰越】

南中里会館【Ｈ24年度繰越】

新築

新築

【改修7件】　・水明町民会館　・本草園会館　・黄金浜会館　・元倉会館　・旭町恒心会館

　　　　　　 ・入釜谷生活センター（河北）　・東福田農事集会所（河北）

23,267,000

( 1 )
地域コミュニティの再
生支援

予
算
科
目

2 款 総務費
総
合
計
画

1 項 総務管理費 第  節 ( 2 )
地域の力でみんなで守
る

第  章

実施計画
掲載ページ

Ｐ122 中　事　業 地域コミュニティ再生関係費

事業コード 001-201-003-00306 事　業　名 集会所等コミュニティ施設復旧整備事業

26

【土地購入1件】 ・波板地域交流センター（雄勝）

○被災集会所の新築事業（被災地域交流拠点施設整備事業補助金）

【新築2件】　・広渕町下コミュニティセンター（河南）　・波板地域交流センター（雄勝）

復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に強
いまちづくり

○被災集会所の新築事業（寄磯地区集会所建設事業費補助金）

【新築1件】　・寄磯地区集会所「海友館　ドイツハウス」（牡鹿）

成　　　　果

　住民活動の拠点となる集会所の建築、取得事業に対する支援を通じて、既存コミュニティの再生支援
と新たなコミュニティ組織づくりの推進が図られた。

目的及び事業内容

【目的】　市民と行政の協働のまちづくりを図る。
【内容】　東日本大震災により被災した集会所の新築、改築、増築、改修事業への助成や集会所として
　　　　使用する目的である既存建物・土地の取得事業への助成

取　組　実　績

○被災集会所の改築、増築及び改修事業（石巻市集会所建設費補助金）

【新築3件】　・上大二会館【繰越】　・南中里会館【繰越】　・大森公民館（河北）

補助金額

81,825,000 81,825,000

改修及び付帯設備

改修及び付帯設備

改修

改修及び付帯設備

改修及び付帯設備

改修

黄金浜会館

旭町恒心会館

入釜谷生活センター（河北）

東福田農事集会所（河北） 1,752,902

3,000,000

1,725,539

改修

　　　○石巻市集会所建設費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

集会所名 事業区分

大森公民館

水明町民会館

本草園会館

21,262,500

14,495,200

12,762,500

新築 21,093,120

6,830,050

3,030,620

1,725,539

2,702,520

244,000

21,093,120

1,368,384

2,000,000

元倉会館

2,889,600

2,126,820

2,831,600

50,957,006 50,000,000

波板地域交流センター（雄勝） 土地購入

2,577,750

成果に係る評価

　被災した多くの集会施設の建設・整備事業は、地域コミュニティの拠点の復旧を図るとともに、これ
からの復興における市民と行政の協働のまちづくりの推進に大きく寄与することから、今後も継続して
補助を行っていく必要がある。

事業費 補助金額

　　　○被災地域交流拠点施設整備事業補助金

事業費

1,752,902

488,350

29,095,000

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 一般財源

220,226,000 220,225,065 75,000,000 81,824,000 63,401,065

集会所名

広渕町下コミュニティセンター（河南）

波板地域交流センター（雄勝）

集会所名

寄磯地区集会所「海友館ドイツハウス」

その他

補助金額

25,000,000

　　　○寄磯地区集会所建設事業補助金

事業費

事業区分

新築

新築

事業区分

新築

タ イ プ

小規模タイプ

大規模タイプ

割合

全額

割合

上限

全額

全額

上限

上限

全額

上限

上限

上限

全額

1/2以内
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　市主催の追悼式を開催することにより、震災の犠牲となられた方々に対し、哀悼の意を捧げるととも
に、復興への決意を新たにすることができた。

 　参列者
　 追悼式　河北総合センター　　1,300人（献花のみ100人）
　 献花場　石巻市役所3階　　 　1,368人
　 　　　　雄勝総合支所仮庁舎　　260人
　 　　　　遊楽館　　　　　　　  160人
　 　　　　桃生総合支所　　　　　152人
　 　　　　北上保健医療センター　238人
　 　　　　牡鹿保健福祉センター　180人
　 　　　　　　　　　　　計　　3,658人
　 送迎バス利用者　　　　行き　　 82人
　 　　　　　　　　　　　帰り　　 90人

その他 一般財源

30,000,000 21,630,600 21,630,600

成果に係る評価

東日本大震災により犠牲となられた方々に哀悼の意を捧げるとともに、市民一体となり新しい石巻市
としての復興、再生、発展を遂げていく決意を示すことができた。

これまでの式典では、式典中にモニターの映像を切替え、国主催の追悼式の中継に合わせて黙祷を
行ってきたが、式の進行に応じた映像の切替えをスムーズに行うため、今後は、国主催の追悼式に開会
時刻を合せるなど、式典内容の見直しを行う。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

成　　　　果

1　日時　平成26年3月11日（火）午後2時30分～午後5時
2　場所　河北総合センター
3　概要
　(1)　式場に祭壇及び献花台を設置した。
　(2)　震災で犠牲となられた方々の御遺族（2,756人）に案内状を送付した。
　(3)　本庁と各総合支所（河北総合支所を除く。）に祭壇及び献花台を設置し、献花を受け付けた。
　(4)　市立女子高等学校による追悼合唱を行った。
　(5)　国主催の「東日本大震災三周年追悼式」の中継を、追悼式会場及び各献花場で放映した。
　(6)　河北総合センターでの追悼式の模様を各献花場に映像配信した。
　(7)　石巻駅前、各総合支所等から送迎バスを運行した。
　(8)　地震発生時刻の午後2時46分に、防災無線によりサイレンを吹鳴し、市民に黙祷を呼び掛けた。

目的及び事業内容

　平成23年3月11日（金）午後2時46分に発生した大地震とその後襲来した巨大津波により、石巻市では
3,000人を超す方々の尊い命が奪われ、400人を超える方が未だ行方不明となっている。
　震災の犠牲となられた方々に対し、哀悼の意を捧げるとともに、夢や希望の持てる新しい石巻市とし
ての復興、再生、発展を遂げていく決意を新たにするため、市主催の慰霊祭及び追悼式を開催するも
の。

取　組　実　績

実施計画
掲載ページ

Ｐ121 中　事　業 東日本大震災犠牲者追悼式関係費

事業コード 001-201-001-00303 事　業　名 東日本大震災犠牲者追悼式〔復興基金〕

1 項 総務管理費 第  節 ( 2 )
地域の力でみんなで守
る

復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に強
いまちづくり

( 1 )
地域コミュニティの再
生支援

予
算
科
目

2 款 総務費
総
合
計
画

第  章

26 目 東日本大震災関係費 (  )
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予算額

2,558,000

国(県)支出金

1,050,000

予算の執行状況

決算額の財源内訳

決算額

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　旧石巻市の地籍調査進捗率は現在89.8％である。しかし、震災以降は事業を休止しており、Ｈ24年度
はＨ21・Ｈ22調査地区の座標変換及び検証測量を実施、Ｈ25年度はＨ22調査地区の地籍図及び地籍簿の
作成等を実施している。
　地籍の明確化の必要性や住民が受ける行政サービス及び税負担の公平性を考慮し、合併協定にあると
おり事業の早期完了に向けた取り組みが必要である。
　そのためには、人員と財源を確保し事業の包括委託等を実施する必要がある。

中　事　業

地籍調査事業

成果に係る評価

目的及び事業内容

一般財源

統計調査費

地域の個性が輝き融和
するまち

快適な生活環境を実現
できる地域にする

良好な地域を形成する目

2 第 6 章
予
算
科
目

3

006-003-001-00201 事　業　名

総務費
復
興
計
画

地方債

款

事業コード

5 項

総
合
計
画

地積調査費 (  )

地籍調査事業費

(  )

　毎筆の土地について、地番、地目、所有者、境界及び地籍に関する調査を行い、正確な「地籍図、地
籍簿」を作成し地籍の明確化を図る。

1,281,040

その他

（単位：円）

2,331,040

( 1 )

　地籍調査を実施した。

　地籍調査事業

　Ｈ23年度は震災により事業休止、Ｈ24年度はＨ21・22年度調査地区の座標変換及び検証測量を実施、
Ｈ25年度はＨ22年度調査地区のＦ2・Ｇ・Ｈ工程を実施した。

(  )第 3 節

　開北一丁目等4単位区域　Ｆ2・Ｇ・Ｈ工程

Ｐ97
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